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産業技術総合研究所のコミットメント

➢ 産総研の第5期中長期目標においては、「社会課題解決と産業競争力の強化」をミッションとし、産総研が将来に

わたって実現すべき目標と認識。また、CO2分離回収技術は、CCUSの最上流に位置し、カーボンニュートラル実現

に向けたイノベーション・エコシステムの構築に必要と認識。

➢ 産総研はこのミッションをはたすため、イノベーション創出機能を大幅に強化し、日本全体のイノベーション・エコシステ

ムの中核としての役割を果たすことを決意。CCUS分野においては、CO2分離回収・資源化コンソーシアム（2023

年4月5日時点、法人会員105法人、大学等特別会員68名）を有し、CO2排出源、分離素材、エンジニアリン

グ、CO2有効利用に関わる多くの企業との連携体制を構築している。

➢ 社会実装を加速するべく、成果活用法人として、2023年4月に株式会社AIST Solutionsを設立。

➢ 強化の一例として、「全所的に取り組むべき課題」の一つにCCUSを設定するなど、本プロジェクト実施者のみならず

全産総研の融合技術としての研究推進を加速。

➢ 令和4年度は、人数に限りがある新規採用者のうち、2名の新規採用者を本プロジェクトに参画させ、育成する計

画。令和5年度、6年度も東北センターを中心に、2〜4名程度の新規採用を継続する計画。

➢ 産総研として、本プロジェクトで構築するCO2分離回収技術の評価拠点を展開し、イノベーション・エコシステムの実

現、それによる社会課題解決と国内産業の産業競争力強化に貢献することをコミット。
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地球環境産業技術研究機構（RITE）のコミットメント（1/3）

➢ 温暖化対策技術のCOE（Center of Excellence）としてのミッションを継続して遂行。

➢ CCS技術、バイオリファイナリー技術、温暖化対策のシナリオ分析の分野における、独自性の高い研究を

行う機関としての国際的認知のより一層の発展へ努力。

➢ 特に、化学吸収液・固体吸収材・分離膜によるCO2分離回収技術の産業化に向けて、より一層、研究

開発に注力。2020年度には、カーボンニュートラルの実現に必要なDAC（Direct Air Catpture）の

研究開発にも着手。



4

地球環境産業技術研究機構（RITE）のコミットメント（2/3）

➢ 海外の研究機関との連携した地球温暖化対策への取り組みの充実化。

➢ 海外ネットワークを通じて情報の発信・収集、意見交換を実施。

➢ CCSのISO規格専門委員会WG1のConvenorのポジションを継続して遂行。標準化活動に関する

社内連携を強化。

ﾉﾙｳｪｰ
TCM

英国
UKCCSRC PACT

豪州
PCC@CSIRO

米国
NCCC

中国
Haifeng CCC

ｶﾅﾀﾞ
Shand CCTF

International Test Center Network (ITCN)

CO2分離回収技術の研究開発を推進する世界各地の試験機関のグローバル連合（2012年設立）、現在9ヵ国から14機関が参加

日本
RITE

ITCN Meeting (2022.10, 仏リヨン)での情報発信

欧州、米国、日本から参加者
RITE発表
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地球環境産業技術研究機構（RITE）のコミットメント（3/3）

➢ 化学研究グループ内に2022年10月付で共通基盤（標準化）部門を設置。企業の参加が重要であり、

企業秘密等の情報管理を確実にする体制を構築。

➢ メーカーやユーザー等の主要企業とビジョンを共有し、連携して革新的なCO2分離回収技術や有効利用技術の

研究開発を推進する産業化戦略協議会との連携体制を2023年4月1日から強化。

➢ 2023年4月1日付で研究員を5名増員し十分な研究体制を整備（現在24名）。2名の新規採用を計画中。

RITE化学研究グループ 共通基盤（標準化）組織
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CO2分離回収技術における共通評価基盤の必要性

国内企業ヒアリング結果の概要

◼ パイロット〜実機レベルの対応が求められ、開発段階の分離素材の評価が不可

◼ 現地条件（法規対応等）に沿って開発するため、企画〜試験の全ての段階で時間が必要

◼ 現地企業が優先されるため、スケジュール通りの評価が困難

◼ 知財保護、経済安全保障上の懸念

➢ 現在は日本のCO2回収技術は海外技術に対して優位性があるが、今後も優位

性を保つためには、日本国内に実ガス試験が可能な共通評価基盤が不可欠

（３）海外の実ガス試験設備を利用する上での課題

◼ サイトの確保、法規対応・申請作業等に時間を要する

◼ 実ガス試験実施には十分な初期予算の投入が必要である

（１）産業界からの要望

（２）個社での実ガス試験における課題

◼ 素材メーカー： 新規開発した自社材料の優位性を客観的に示したい

◼ エンジニアリングメーカー: 素材メーカー等が開発する様々な新規材料を客観的に比較･評価したい
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標準ガス（ガスボンベを用いた成分調整を行ったガス）

実ガス（都市ガスを燃料とするパッケージボイラから排出

されるガス（成分調整を含む））

基礎特性用の純ガス
（ボンベのCO2＋N2）

サイトごとの実ガス
（分離回収適用システムの排ガス等）

評価スケール
（tCO2/day）
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使用ガス種

エンジニアリング
会社側のニーズ

1.基礎的な共通試験

2.耐久性・劣化試験

✓整備された共通設備による素材開発側の研究障壁の低下

✓ プロセス開発側での多数の革新素材候補に対するスクリーニング負担の軽減

現状

新素材開発者 エンジ会社

•他の分離素材に対してどこをアピールすべき？
•どこで強みを発揮できる？
•そのためにはどんなデータが必要？
•契約前の情報開示は避けたい…

•どんな条件で試験したか詳細不明…
•売込に来られてもどこまで信用できる？
•秘匿情報が多すぎて判断できない
•初期は良くても劣化してしまうのでは？

仲介

•標準評価法に基づく基礎特性
•加速劣化試験による時間短縮
•プロセスシミュレーションでシステム評価
•IPを保護しつつ、必要なデータの開示

課題・長所など
のフィードバック

プ
ロ
セ
ス
シ
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ュ
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ー
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ン
に
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次
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標準評価共通基盤の役割：素材開発強化と橋渡し機能
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研究開発項目①
「CO2分離素材の標準評価法の策定」
研究開発項目②
「標準ガスおよび実ガスを用いた統一的な性能評価
法の確立」
研究開発項目③
「国際標準化」
※②③は2025年度以降に実施予定

【AIST】

再委託

NDAを締結して、連携・協力

【RITE】

CO2分離素材の標準評価共通基盤

技術・社会実装推進委員会
主催：NEDO
参画メンバー：AIST、RITE、早大、京大、広大
オブザーバー：METI

標準評価法の策定方針の協議、
データベースの共有等

CO2 の分離回収等技術開
発プロジェクト

研究開発内容
[1]天然ガス火力発電排ガ
スからの大規模CO2分離回

収技術開発・実証
[2]工場排ガス等からの中小
規模CO2分離回収技術開

発・実証

プロジェクトリーダー：
産総研 化学プロセス研究部門 遠藤明

京都大学
研究開発項目①
「CO2分離素材の標準評価法の策定」

早稲田大学
研究開発項目①
「CO2分離素材の標準評価法の策定」
研究開発項目②
「標準ガスおよび実ガスを用いた統一的な
性能評価法の確立」

広島大学
研究開発項目①
「CO2分離素材の標準評価法の策定」

研究開発項目①
「CO2分離素材の標準評価法の策定」
研究開発項目②
「標準ガスおよび実ガスを用いた統一的な性能評価
法の確立」
研究開発項目③
「国際標準化」
※②③は2025年度以降に実施予定

（総事業費/国費負担額：約23.5億円/約23.5億円）

標準評価共通基盤の研究開発体制

NEDO

経済産業省

プロジェクト推進協議会
研究開発推進のための助言、サポート

（プロジェクト実施の意思決定機関ではない）

メンバー：AIST・RITE、エンジニアリング会社、
素材メーカー、大学等
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CO2分離素材の標準評価共通基盤
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• 革新的分離素材開発に向けた標準評価法
の開発（標準評価法の設計・構築）

• CO2回収量：<10kg/day
• 評価項目：吸収法（気液平衡、反応熱・比熱、

反応速度、連続分離回収性能など）、吸着法（吸
着平衡、吸着熱・比熱、連続分離回収性能など）、
膜分離法（透過係数、選択率など）

• 劣化メカニズムを想定した耐久性評価手法
の開発（加速劣化試験法の開発、劣化デー
タの蓄積・拡充）

• 分離回収技術ごとの劣化要因を整理し、その特性を
抽出できる耐久性評価手法を開発

• 革新的分離素材開発に向けた標準評価法
の開発(標準評価法のデータ活用シミュレー
ション技術開発)

• 表計算ソフト等による分離回収に必要な所要エネル
ギー（動力・熱）の簡易計算

• 実ガスを用いた標準評価法の策定および
データベースの構築

• CO2回収量：100kg/day
• 運転時間~数百時間程度
• 試験設備：都市ガス焚きボイラ排ガス＋成分調整

機能（酸素、微量成分）

• 劣化メカニズムを想定した耐久性評価手法
の開発（加速劣化試験法の妥当性検討）

• 100kg/day規模の劣化試験実施によるデータ収集
を通じて加速劣化試験法の妥当性を検討し、耐久
性評価手法*を確立する。

*例えば酸化劣化や熱劣化の劣化試験の期間短縮

• 革新的分離素材開発に向けた標準評価法の
開発(所要エネルギー・コストの高精度予測)

• 共通条件におけるプロセスシミュレーションにより、分離回
収プロセス全体での所要エネルギー、コストを高精度に
予測

Stage 1
標準ガスによるスクリーニングと早期フィードバック

Stage3
実証試験

Stage４
商用化
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標準評価共通基盤における材料評価の流れ：標準ガスから実ガス評価への展開

Stage 2
実ガスによる評価試験と耐久性評価

[研究開発項目1]

天然ガス火力発電排ガスからの大規模

CO2分離回収技術開発・実証

[研究開発項目2]

工場排ガス等からの中小規模CO2分離

回収技術開発・実証

CO2分離回収技術開発・実証
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2022年
10月 11月 12月

2023年
1月 2月 3月

技術・社会実装推進委員会

プロジェクト推進協議会

研究開発項目
①素材特性評価法の構築

②素材評価に適した分離性能
評価法の構築

③加速劣化試験法の開発

④シミュレーション技術の開発

実施計画書受理
(10/3)

第1回 (2/1)

諸元調査

委員委嘱手続

第1回(1/10) 第2回(3/22)

委員会資料作成
・標準分離素材 ・標準ガス/実ガス組成
・標準評価法素案

協議会体制検討

評価項目・試験条件の検討

標準ガスおよび実ガスを用いた
CO2分離能試験設備の検討

試験方法・試験条件の検討

諸元調査

諸元調査

簡易評価ツールの仕様の検討

標準評価法の素案決定

標準分離素材の選定

2022年度 研究開発実施状況

標準ガス/実ガス組成
の決定

協議会での議論を反映

予備検討(データ収集)
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2022年度 研究開発実施状況

分離技術 標準分離素材

吸収法
モノエタノールアミン（MEA）
アミノメチルプロパノール（AMP）＋ピペラジン（PZ）

吸着法 ゼオライト（13X）

膜分離法
高分子膜（ポリイミド、酢酸セルロース）

無機膜（ゼオライト）

項目 ガス条件

標準ガス 実ガス

供給ガス ✓ 流量(dry)：〜15 Nm3/h
（max20 kg-CO2/d）

✓ 圧力：常圧
✓ 温度：30~50 ℃
✓ ガス種：CO2、O2、N2、水蒸気、

NOx
（マスフローコントローラーで制御）

✓ 流量(dry)：30〜60 Nm3/h
（max100 kg-CO2/d）

✓ 圧力：常圧~0.9 MPa（Abs.）
✓ 温度：30~50 ℃
✓ ボイラ排ガス（CO2、O2、N2、

水蒸気、NOxを含む。試験設備に
組成を制御し、供給）

標準組成 ✓ CO2濃度４％、O2濃度16%、空気希釈またはN2バランス

ガス分析 ✓ 赤外分光法、ガスクロマトグラフィ-等

【標準分離素材】

【標準ガスおよび実ガスの組成】

【シミュレーション技術の開発】

吸収法
（例）

吸着法
（例）

膜法

（例）

簡易評価ツール

要件整理 膜法吸着法吸収法

データ入力方法

プロセスデータ
取得方法

解析方法

データ出力方法

共通項目

個別項目
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2022年度 研究開発実施状況（実ガス試験センター）

• 実ガス試験センター設備の基本設計完了

✓ プロジェクト推進協議会メンバーからの意見を反映

【実施結果】

⚫ 設備・機器の仕様案を策定

➢ 都市ガス焚きパッケージボイラを燃焼排ガス源とするガス供給設備

➢ CO2分離回収試験装置

（化学吸収法、吸着法、膜分離法）

➢ 燃焼排ガス排気のためのガス清浄システム

➢ 実ガス試験センター設置に伴うユーティリティ

➢ CO2分離回収試験装置に付随する分析機器等

◼ 設備・機器の仕様案の策定

（基本設計実務の実施先選定）

◼ 技術開発からの

要求仕様の検討

• プロジェクト推進協議

会メンバーからの

意見収集

（基本設計書類一式）

情報共有

◼ 基本設計実務

(㈱日立プラントサービス）

（次年度以降）詳細設計、装置製作・設置

◼ 実ガス試験センター設備の仕様決定

• プロジェクト推進協議会での議論の実施

• 議論結果の反映（内容により詳細設計時に実施）

基本設計のワークフロー

⚫ 実ガス試験センター設備の仕様決定

基本設計書類一式

設計説明書、仕様概要書、配置図（RITE敷地内）、

図面（設備、機器）、完成予想図、機器リスト／計装品リスト、

ユーテリティ明細書、設備製作コスト見積り、工程表、法令対応計画、等
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2022年度 研究開発実施状況（実ガス試験センター）

供給ガス 仕様

ボイラ排ガス ✓排出源：都市ガス焚きパッケージボイラー

✓流量(dry、各試験設備に）：

30〜60Nm3/h

（max100kgーCO2/d）

✓組成：CO2、N2、O2、水蒸気、NOx

（試験設備には組成制御後供給）

各CO2分離回収
試験装置

【設備概要】

圧力／温度操作型
吸着装置
（2系列）

膜モジュール
評価装置
（2系列）

吸収液
評価装置
（1系列）

膜モジュール 1本、全長1.1m

吸収塔／放散塔
各１塔

装置イメージ
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今後の計画

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

技術・社会実装推進委員会

プロジェクト推進協議会

研究開発項目①
CO2分離素材の標準評価法の策定
①-1 素材特性評価法の構築
①-2 素材評価に適した分離性能評価法の構築
①-3 加速劣化試験法の開発
①-4 シミュレーション技術の開発

研究開発項目②
標準ガスおよび実ガスを用いた統一的な性能
評価法の確立
②-1 標準ガス試験評価およびデータの蓄積・拡充
②-2 実ガス試験評価およびデータの蓄積・拡充
②-3 耐久性評価データの蓄積・拡充

研究開発項目③
国際標準化

協議会開催(2回程度を想定 事務局：AIST) 運営体制の変更
(事務局：RITE)

SG(1回目) SG(2回目)

標準ガス試験装置の整備(分離性能試験、加速劣化試験)

実ガス試験装置の整備

装置導入完了(予定)

装置導入完了(予定)

簡易評価ツールの開発

標準ガス試験およびデータベース構築

実ガス試験およびデータベース構築

高精度予測ツールの開発

標準評価法普及に向けた情報発信

公開(予定)




